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※委託費見積額(税込)と総括表の合計額が一致するように記載すること。

※各業務ごとの経費内訳を別紙【内訳書１～８】に記載すること。

※消費税率は10%として計算すること。

様式６　委託費積算書

別紙【内訳表１】のとおり

別紙【内訳表２】のとおり

別紙【内訳表３】のとおり

■ 総括表

生活困窮者自立相談支援業務

社会参加型無料職業紹介業務

小業務名 適用
対象経費(税別・円) 対象経費(税込・円)

委託費見積額(税込・円)

会　社　名

業　務　名   宍粟市総合的な仕事の相談窓口業務

別紙【内訳表６】のとおり

別紙【内訳表７】のとおり

別紙【内訳表４】のとおり

別紙【内訳表５】のとおり

別紙【内訳表８】のとおり

合　計

生活困窮者就労準備支援業務

被保護者就労準備支援業務

生活困窮者就労支援業務

被保護者就労支援業務

家計改善支援業務

介護人材確保･定着対策業務



様式６別紙【内訳表１】

職員給与(計　名)

職員手当(計　名)

共済費(計　名)

消耗品費

燃料費

会議費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

手数料

保険料

※対象経費(税別)については年度毎に記載し、細目について過不足があれば加除すること。

※人件費については、職員数が把握できるようにすること。

※内訳書は各業務ごとに作成し、提出すること。

※その他の経費、間接経費等、本事業で要するものであることが明確にできない経費については、算定方法を明確に記載すること。（例：総事業費の●％）

※各年度の対象経費(税別)の合計を、様式６の総括表に転記すること。

小業務名

金額(税別・円)

人
件
費

令和９年度

１ 社会参加支援型無料職業紹介業務

合計

旅費

令和７年度 令和８年度
対象経費

需
用
費

間接経費

直
接
経
費

その他の経費

役
務
費

積算内訳



様式６別紙【内訳表２】

職員給与(計　名)

職員手当(計　名)

共済費(計　名)

消耗品費

燃料費

会議費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

手数料

保険料

※対象経費(税別)については年度毎に記載し、細目について過不足があれば加除すること。

※人件費については、職員数が把握できるようにすること。

※内訳書は各業務ごとに作成し、提出すること。

※その他の経費、間接経費等、本事業で要するものであることが明確にできない経費については、算定方法を明確に記載すること。（例：総事業費の●％）

※各年度の対象経費(税別)の合計を、様式６の総括表に転記すること。

小業務名 ２ 生活困窮者自立相談支援業務

対象経費
金額(税別・円)

積算内訳
令和７年度 令和８年度 令和９年度

旅費

役
務
費

需
用
費

間接経費

その他の経費

直
接
経
費

人
件
費

合計



様式６別紙【内訳表３】

職員給与(計　名)

職員手当(計　名)

共済費(計　名)

消耗品費

燃料費

会議費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

手数料

保険料

※対象経費(税別)については年度毎に記載し、細目について過不足があれば加除すること。

※人件費については、職員数が把握できるようにすること。

※内訳書は各業務ごとに作成し、提出すること。

※その他の経費、間接経費等、本事業で要するものであることが明確にできない経費については、算定方法を明確に記載すること。（例：総事業費の●％）

※各年度の対象経費(税別)の合計を、様式６の総括表に転記すること。

小業務名 ３ 生活困窮者就労準備支援業務

対象経費
金額(税別・円)

積算内訳
令和７年度 令和８年度 令和９年度

旅費

役
務
費

需
用
費

間接経費

その他の経費

直
接
経
費

人
件
費

合計



様式６別紙【内訳表４】

職員給与(計　名)

職員手当(計　名)

共済費(計　名)

消耗品費

燃料費

会議費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

手数料

保険料

※対象経費(税別)については年度毎に記載し、細目について過不足があれば加除すること。

※人件費については、職員数が把握できるようにすること。

※内訳書は各業務ごとに作成し、提出すること。

※その他の経費、間接経費等、本事業で要するものであることが明確にできない経費については、算定方法を明確に記載すること。（例：総事業費の●％）

※各年度の対象経費(税別)の合計を、様式６の総括表に転記すること。

小業務名 ４ 被保護者就労準備支援業務

対象経費
金額(税別・円)

積算内訳
令和７年度 令和８年度 令和９年度

旅費

役
務
費

需
用
費

間接経費

その他の経費

直
接
経
費

人
件
費

合計



様式６別紙【内訳表５】

職員給与(計　名)

職員手当(計　名)

共済費(計　名)

消耗品費

燃料費

会議費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

手数料

保険料

※対象経費(税別)については年度毎に記載し、細目について過不足があれば加除すること。

※人件費については、職員数が把握できるようにすること。

※内訳書は各業務ごとに作成し、提出すること。

※その他の経費、間接経費等、本事業で要するものであることが明確にできない経費については、算定方法を明確に記載すること。（例：総事業費の●％）

※各年度の対象経費(税別)の合計を、様式６の総括表に転記すること。

小業務名 ５ 生活困窮者就労支援業務

対象経費
金額(税別・円)

積算内訳
令和７年度 令和８年度 令和９年度

旅費

役
務
費

需
用
費

間接経費

その他の経費

直
接
経
費

人
件
費

合計



様式６別紙【内訳表６】

職員給与(計　名)

職員手当(計　名)

共済費(計　名)

消耗品費

燃料費

会議費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

手数料

保険料

※対象経費(税別)については年度毎に記載し、細目について過不足があれば加除すること。

※人件費については、職員数が把握できるようにすること。

※内訳書は各業務ごとに作成し、提出すること。

※その他の経費、間接経費等、本事業で要するものであることが明確にできない経費については、算定方法を明確に記載すること。（例：総事業費の●％）

※各年度の対象経費(税別)の合計を、様式６の総括表に転記すること。

小業務名 ６ 被保護者就労支援業務

対象経費
金額(税別・円)

積算内訳
令和７年度 令和８年度 令和９年度

旅費

役
務
費

需
用
費

間接経費

その他の経費

直
接
経
費

人
件
費

合計



様式６別紙【内訳表７】

職員給与(計　名)

職員手当(計　名)

共済費(計　名)

消耗品費

燃料費

会議費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

手数料

保険料

※対象経費(税別)については年度毎に記載し、細目について過不足があれば加除すること。

※人件費については、職員数が把握できるようにすること。

※内訳書は各業務ごとに作成し、提出すること。

※その他の経費、間接経費等、本事業で要するものであることが明確にできない経費については、算定方法を明確に記載すること。（例：総事業費の●％）

※各年度の対象経費(税別)の合計を、様式６の総括表に転記すること。

小業務名 ７ 家計改善支援業務

対象経費
金額(税別・円)

積算内訳
令和７年度 令和８年度 令和９年度

旅費

役
務
費

需
用
費

間接経費

その他の経費

直
接
経
費

人
件
費

合計



様式６別紙【内訳表８】

職員給与(計　名)

職員手当(計　名)

共済費(計　名)

消耗品費

燃料費

会議費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

手数料

保険料

※対象経費(税別)については年度毎に記載し、細目について過不足があれば加除すること。

※人件費については、職員数が把握できるようにすること。

※内訳書は各業務ごとに作成し、提出すること。

※その他の経費、間接経費等、本事業で要するものであることが明確にできない経費については、算定方法を明確に記載すること。（例：総事業費の●％）

※各年度の対象経費(税別)の合計を、様式６の総括表に転記すること。

小業務名 ８ 介護人材確保・定着対策業務

対象経費
金額(税別・円)

積算内訳
令和７年度 令和８年度 令和９年度

旅費

役
務
費

需
用
費

間接経費

その他の経費

直
接
経
費

人
件
費

合計


